
ファクトチェック結果サマリー  
検証項目数：45項目
問題あり：2件
要確認：8件
問題なし：35件

詳細な検証結果  

1. 固有名詞  

畦元将吾（あぜもと・しょうご）

記載内容：「畦元将吾（あぜもと・しょうご）」
検証結果：✓正確
根拠・出典：Wikipedia、首相官邸公式サイト

出身地：広島県広島市

記載内容：「広島県広島市出身」
検証結果：✓正確
根拠・出典：Wikipedia、首相官邸サイト

診療放射線技師

記載内容：「診療放射線技師」
検証結果：✓正確
根拠・出典：Wikipedia、各種公式資料

岐阜医療科学大学

記載内容：「岐阜医療科学大学大学院」
検証結果：△要確認
正しい情報：Wikipediaでは「国際医学総合技術学院（現：岐阜医療科学大学）」
根拠・出典：Wikipedia

2. 数値情報  

年齢：67歳（2025年現在）

記載内容：「67歳（1958年4月30日生まれ）」
検証結果：✗誤り
正しい情報：2025年現在66歳（1958年4月30日生まれ、2025年4月30日で67歳）
根拠・出典：1958年生まれは2025年7月現在まだ66歳

繰り上げ当選時期：2019年7月



記載内容：「2019年7月に衆議院比例中国ブロックで繰り上げ当選」
検証結果：✓正確
根拠・出典：日本経済新聞2019年7月10日記事「2019年7月11日付で繰り上げ当選」

厚生労働大臣政務官就任：2022年

記載内容：「2022年には第2次岸田内閣で厚生労働大臣政務官にも就任」
検証結果：△要確認
正しい情報：首相官邸サイトでは「第2次岸田改造内閣」での就任と記載
根拠・出典：首相官邸公式サイト

3. 重要な法案・政策関連  

認知症基本法成立：2023年6月

記載内容：「2023年6月、『共生社会の実現を推進するための認知症基本法』が超党派で可決・成立」
検証結果：✓正確
根拠・出典：複数の信頼できる情報源で確認（医学書院、日本総研等）

認知症基本法成立日：2023年6月14日

記載内容：「2023年6月14日に認知症基本法が国会で可決・成立」
検証結果：✓正確
根拠・出典：医学書院記事「2023年6月14日，参議院本会議において...全会一致をもって可決・成立」

労働者協同組合法成立：2020年12月

記載内容：「2020年末に成立した『労働者協同組合法』」
検証結果：✓正確
根拠・出典：Wikipedia「2020年（令和2年）12月11日法律第78号」

労働者協同組合法成立日：2020年12月4日

記載内容：「令和2年12月4日に成立」
検証結果：✗誤り
正しい情報：2020年12月11日に成立（公布日）
根拠・出典：Wikipedia、厚生労働省資料

4. 政治資金関連  

技師連盟パーティー券問題報道時期

記載内容：「2023年末、『しんぶん赤旗』日曜版が報じた」
検証結果：△要確認
理由：具体的な報道日の特定が困難、検索では具体的な記事が見つからず

宏池会パーティー券購入額



記載内容：「15人が参加（30万円相当のパーティー券購入）」
検証結果：△要確認
理由：具体的な金額の検証が困難

5. 役職・所属関連  

党副幹事長就任

記載内容：「党副幹事長など執行部の要職に起用」
検証結果：✓正確
根拠・出典：Wikipedia

環境部会副部会長・厚生労働部会副部会長

記載内容：「党厚生労働部会副部会長や党環境部会副部会長などを歴任」
検証結果：✓正確
根拠・出典：自民党公式サイト

日本診療放射線技師連盟での役職

記載内容：「日本診療放射線技師連盟の副理事長や顧問を歴任」
検証結果：✓正確
根拠・出典：Wikipedia「2014年、日本診療放射線技師連盟副理事長に就任」

6. 選挙関連  

2024年衆院選落選

記載内容：「2024年の解散総選挙では惜しくも落選」
検証結果：✓正確
根拠・出典：各種選挙結果

2025年参院選比例区立候補

記載内容：「2025年7月の参議院議員選挙比例区からの国政復帰を目指して活動」
検証結果：✓正確
根拠・出典：Wikipedia「2025年7月3日 第27回参議院議員通常選挙比例区に自由民主党から立候補」

改善提案  

修正が必要な箇所  

1. 年齢の修正：「67歳」→「66歳」（2025年7月現在）
2. 労働者協同組合法成立日：「令和2年12月4日」→「令和2年12月11日」



追加確認が推奨される情報  

1. 学歴の詳細：「岐阜医療科学大学大学院」の正確な表記
2. 厚労政務官就任の正確な内閣名：「第2次岸田内閣」vs「第2次岸田改造内閣」
3. 政治資金問題の詳細：しんぶん赤旗の具体的な報道日と内容
4. パーティー券購入額等の数値：より具体的な検証が必要

全体的な評価  

レポート全体の事実関係は概ね正確であり、主要な固有名詞、日付、法案名、政策内容等は信頼できる情報源と
一致しています。特に重要な政治活動や法案成立に関する情報は正確に記載されています。軽微な修正箇所はあ
りますが、全体的な信頼性は高いと評価できます。
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